









Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
(翻訳)
経 営論集 第46 号（1997 年12 月）
マル コ ム・ウ ォーナ ー著 「組織行動 論再考」
幸 田 浩 文 訳
127
は しがき
本資料は、イギリスのウルフソソ大学（WolfsonCollege) の特別研究員（Fellow ）であり、 ケン
ブリッジ大学（UniversityofCambridge) 、ジャッジ・インスティテュート・オブ・マネジメント・
スタデ ィ ーズ(JudgeInstituteofManagementStudies) の学 部メ ンバ ーで もある マル コ ム・




関係論そして行動科学へと続 く時代区分ないし分類化に よって概説される場 合が多 い3）。 本資料 で




学」4)としヽ つた ようにかな り広範な学問分野としてとらえる。彼は、この組織行動論を中心に、 クー
ソツ（Koontz,H. ）のいういわゆる“ジャングル化したマネジメント5 ）の流れを、時代の経過ととも
に次の3 つの分野と下位分野に区分している6）。すなわち、①1945 年以降；組織行 動論 －システ ム
論 一新人間関係論一意思決定論、②1960 年以降；人的資源論一組織開発論一組織デザイン論、そし
て③1970 年代以降；組織文化論一比較文化研究－その他の組織研究といった具合で ある。 この よう
に、彼は組織行動論を形成す る下位分野の史的展開に まで目を向け ることで、組織 の本質に迫ろ う
とす る。 だが組織行動論は、上記のような時代区分・分類化といった単線的な見方で捉えることは
できないほど、理論的にも方法論的にもかな り変質してし まっていた。すなわち、主流となるアプp
ーチ（パラ ダイ ム）は、マ クロと ミクロ・レベルの研究成果にギャップが生じ、 概念を統合する
ことができなくなってしまったのである。しかし、 ウォーナーは、「組織の理論化 が知 的袋 小路に
陥ってしまったと結論づけ るのは時期尚早である。過去 との関係を再発見したり更新する方法……
がまだあるかもしれない」 と、今後 の組織研究の方向性を示唆している≒





































































遅れがあったファヨール（Fayol）(1841 －1925) にも起こっている。 ＼

























戦同期に人間関係論を構築しようとした多 くの組織研究者は、「人的要素」を そ の中心 テーマに
置いた（Follett,1941;Child,1969 ）。第一 次世界大戦では、より早くから当局は、労 働者の土気を戦
争に向けて駆 り立て ようとしていた。こうした動 きは（また第二次大戦中にも）、1918年以降の平和






立的な科学」として登場した（Pugh,Mansfield,&Warner,1975,p.l ）。1950 年代 までには、この分
野において際立った特徴がみられる ようになった。この分野は、新しい組織行動論に興味を抱く多
くの研究者たちに知られるようになるにつれて、組織心理学 者や 経営 心理学 者だも の研究領域に
なった。経営経済学の分野では、新しく強健な企業行動理論べBehavioralTheoryoftheFirm ）が
登場した(Cyert&March,1963) 。人的資源モデル（Milles,1965 ）もその後 まもな くして紹介され
たい組織運営のための 「唯一最善の方法」などまったくないと主張す るコソティンジェンシー・ア
プローチ(ContingencyApproach ）も、じきに定着したレ おそらく、この期間の近代組織行動論へ
のシステ ム思想の影響は、決して軽視できるものではないよ 組織についての1945 年以降の多 くの思





チ（Katz,&Kahn,1966 ）は、早くからこの分野で重視される ようにな り、その後、例えば、組織
デザイン（OrganizationalDesign ）に関 する研究 で、なお一層 発 展し た（Nystrom&Starbuck,1981:Daft,1992
）。 組織学 習論（OrganizationalLearning ） へ の関心は 、 マ ーチ ＝ オ ール セ ソ




意 思決 定 論 （OrganizationalDecisionトMaking ） や 組 織 開 発 及 び 文 化 論 （OrganizationalDevelopmentandCulture
）は、重要な下位の研究領域になった（Butler,1991）。1945年以降の活気
ある数10年間に関しては、組織行動論は、少なくとも実証主義的社会科学に関する限りは、はっき






















































































































に、実践的な経験をもつ組織研究者たちがいた。事実、例えば、F ・W ・テイラー（1856-1915 ）
は、時間・動作研究と生産管理方法を発明した（Merkle,1988;Spender,1989 ）。それ以外にも、こ
の古典的アプp ーチの代表者として次の2 人が注目に値しよう。1 人は、「1 人の従業員には、1 人
の上司（命令一元化の原則）」というた有名な格言をあらわしたアソリ・ファヨール(HenriFayol ）
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1984）。 ∇ ＜ ト
組織行動論の文献は、学界や実務家に客観的知識とみなされたが、全般的に受け入れられた訳で
はなかった（評価基準に関しては、Bacharach ，1989の文献を参照のこと）。ジ ルバ ーマ ン（Silverm-an,1970
）をはじめとする、1970年代から1980 年代にかけ ての主 流パラダ イ ムに 対す る批判者たち




るパラダイムを構成する、多くめ研究。を生み出した人びとを非 難したレ クレ ッグェ ダ ソカーリ-
（CleggandDunkerley,1980,p.260 ）は、アス小ン研究が「客観化 の盲目的崇拝行為」（fetishisticexerciseinobjectification












活動を説明する方法は、モーガソ（Morgan,1986,p.l2 ）によって提唱 された。 こ ケした方法は。
「限定的だが、組織の特 徴を みたり理解することができよう」。モーガ ンは、組織の機能を研究する
際、こうした方法に よって、われわれが一方的な見方に片寄ることなく、さ まざまな見解が 「どう
して補完的あるいは矛盾さえする方法で共存するかを理解できなければならない」（1986,p.l3 ）と
い う。さらに、クレッグ（Clegg,1990 ）は、モダニスト理論ではないすべてのものを ポスト・モダ
ユズ ムとし、新しい聖地エルサレ ム（1990。p.181）とした。大量生産に関す るフ ォード主義の概念
の正体を暴き、「（例えば、多品種少量生産といった ような一訳者）弾力的な分業化」 といった概念
を 引 き出 し た こ と が 、 も う1 つ の ポ ス ト 組 織 行動 論 の反 応 で あ っ た （Post-OrganizationalBehavior)
（Piore&Sable,1984;Loveridge ＆Pitt,1990;Campbell&Warner,1992 ）。それに よれ
マ ルコ ム・ ウォーナ ー著 「組織 行動論再 考」 137
ば、 ハイテク(newtechnology ）は、小さくなるほど美しかった。最近では、批判経営学研究者た
ちも、フ ーコー（Foucault ）やハバーマス（Habermas ）といった社会理論家（Socialtheorists) を
援用し、主流パラダイ ムにとらわれず、そ のテーマを広げ るようになった。
一分野として組織行動論を評価する際の新たな問題は、それが、選択された不確定 要因 （contレngency
）を所与として√一般化を 目的 としてしヽ ながら、ほとんどが一国の研究成果を論拠としてい
たことである。 例えば、たいていの論文、しモノグラフ 、教科書に引用された出典の多くは、刊行さ
れた著作物 の著者をみてもアメリカからのものであった。 こうした意味で、組織行動論をテ ーマと
する多 くり研究成果には、文化的な偏向があるといえ る。 こうした観点から、組織行動論ではさま





たきわめて大規模な比較文化的研究が、ホフ ステッド（Hofstede,1980 ）に よって始められた。彼の
著書『文化の重要性』（Culture'バフonsequences) は、比較文化的研究の各分野で注 目されなったと
はいえ、影響を与えた一冊であった。 この本 は、そ の後整 理統合 され、『文 化と 組織』（CulturesandOrganizations,1991
）として出版された。





組織 文化的 研究 が、 先行研究（Jaques,1951 ） を基 盤 に 、 ア ー ジ リ ス＝ ス コ ソ（ArgyrisandSchon,1978
）、モーガン（Morgan,1986,1989 ）、最近のツアルニアウスカージョルジス（Czarnia-wska-Joerges,1992




らかにした。（この分野ではASQ として知ら れてい る） アド ミニスト ラティブ ・サイ エンス・
クォ¬タリー（AdministrativeScienceQuarterly ） の北米での覇権に匹敵する研 究誌、オ ーガ ユ
ゼーション・スタディーズ（OrganizationStudies ）が創刊された。この雑誌は、西欧の研究を中心
とするもので、この分野において より広い文化的展望を提 供しよ ケとしてきた欧州組織社会学研究
者グル ープ（EuropeanGroupofOganizationalSociologists:EGOS ）がスポンサ ーになってい る。
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近年、工業化社会として目覚し。く発展し、経済的に妬ましいらいに成功してきた日本に対する実践
面での関心は、おびただしい数の西欧企業と日本企業との文化比較に関する書籍や研究論文をもた
らした（例えば、Ouchi,1981;Aok し1988;Whitehil レ1990 ）。 ホフステ ッド ＝ ボンド（HofstedeandBond,1988
）は、「台湾」（littldragon） の経済成長率と文化目標の比較研究を行っている。 ま
た ホイットレニ（Whitley,1990 ）は、最近、東アジアにおけ る国民 の経済価値 と企業形態 の比較研
究を行 っている。 またそ れ以外にも、環太平洋地域での管理行動に注 目するものもある（例えば、Redding,1990;Fruin,1992;Warner,1992
を参照 のこと)。
ト｀ナルドツ ソ(Donaldson,1985:pp.155f ）は、主流 パラダイ ムを擁護しながらも、「組織を描く
のに価値観に左右されない方法がい までもあるはずである」とい う。「例えば、（組織を）そ れほど形
式化できないからといって、それが効果がない とか、事実上間違っているとい うことはまったくな
い。確かに、現代の状況適合的な見方は、ある程度、古典的管理論を拒絶することから出発してき




り、妨げられるかを人びとに より理解させようとする、控 丸めな組織調査のことである。 こうした
調査結果が、さまざまな社会のメンバーによって広 く重んじられ、世論を形成す るのである（1985,P.174
）」とい う。そ うした一方で、多くの研究者たちは、別の見解を示してい る。例えば、最 近で
は、量対質、実証主義者対非実証主義者などの幅広い間題についてすさまじい論争があった（こう
した論争の内容と特色については、モ ーガ ン（Morgan,1986 ）な らびに クレ ッグ＝ ダン カ ーリ ー
（Clegg&Dunkerley,1980 ）を参照のこと）。また、統制（control）を重視する人 々と、優先 目標と
して自律（autonomy) を支持する人 々との論争 もある（Brown,1992 ）。また、この分野の批判者た
ちの中には、こうした文献の多 くが「象牙 の塔（実社会から離れた思索 の場一訳者）」 の ものであ
り、したがって、最前線にいる専門管理者 とはまったく関連がないごとを分かっている実務家たち
が含まれている。 こうした一 連の批判は、しばしば北米型 のビジネス・スクールの学習法やその方
針に対する全般的な猛攻 の1 つの現われである。実際、『（深田祐介・植山周一郎訳）マ コーマック
のマソビ ジネス／ ハーバードでは教え て くれない経 営177 則』（WhatTheyDon'tTeachYouattheHarvardBusinessSchool,McCormick,1984
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のように考える理論家と実 務家たちが、T グル ープ（T-groups ）、 チ ーム・ビル ディング（teambuilding
）、そしてアサ ーティブネス訓練（assertivenesstraining ）などとい った新人間関係論のマ
クロ・レベルの技術を発展させた(Beer&Walton,1987 ）。関連するリーダ ーシップ分野でも、モ
の後の組織行動論研究に よって、実証的かつ多面的な研究の伝統にしたがい 、新しい統 合（Hunt,1991
）が模索 された。とはいえ、例えば、「現状変革型V ―ダ ―■I（transformationalleader ）に関す
るティチー＝デバンナ（TichyandDevanna,1990 ）の研究とか、同じく、リーダーシップがどれほ
ど管理と異なるかどか、また リ- ダーシップが 「展望」を最初に思いついてから、それを企業内の
他のすべての人々に伝え ることで、どのようにして事業組織に変 化を 起こせ るかを 分析 した コ
ヅ




し ようとしている情況を 「解釈する」(reading ）技術 に熟練する ようになった(1986,p.ll ）。また。














力が、このプ ロセスを助長しているようにみえる。とい うのは、多 くの研究者たちがいまだに、マ
クロ・レベルの研究に傾注し ている一方で、とくに職場で応用できる可能性を もつ ミクロ・レベル
の研究に、 より多 くの公的あ るいは民間の研究資金や後援資金が支給されるように思えるからであ
る。
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